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ケインズが『一般理論』を出版してから，約半世紀が経過した。世界は有
効需要の不足から生じる不完全雇用の廣手から逃れうる方法を見出したもの
の，スタグフレーションの発生により，一層深刻な経済問題に直面せぜるを
得なくなったのである。かつては不完全雇用が存在する場合，景気も悪く，
失業の憂き目にあう不安におののきつつも，物価の下落と言う利得にあづか
ったのである。一方，完全雇用の情況では失業の不安は無くなったものの，
物価の上昇の可能性に悩まされねばならなかった。硯在ではこの両者の大き
な短所を同時に経験させ，長所の恩恵に全くあずからぬ事をわれわれに強い
ている。ガンが医学で早急に治療法を開発せねばならぬ分野であるのと同
様，経済学においてスクグフレーションを解決する方法を見出すのは何より
も急務と思われる。何故不況においても物価が上昇し続けるのであろうか。
ケインズは『一般理論』の一章をさいて「物価の理論」を論じている（〔7)
第21章）。ここでは全ての使用されていない資源が同質で完全代替性を満た
し，失業のある限り労働者は「同じ貨幣賃金で満足する」と仮定すれば「雇
用は貨幣数量と同じ割合で変化」し， 「完全雇用の場合には諸価格は貨幣数
量と同じ割合で変化するであろう」 (p.296, 訳p.335)としており， スクグ
フレーションとは程遠い解明が為されている。これは，すぐに 5つの項目に
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わたって仮定がゆるめられるとは言うものの， Y=Py (Y：貨幣国民所得，
p ：物価水準， y：実質国民所得）とした場合
dY=Pdy+ydP (1) 
と主張しているのであって，有効需要の増加は実質国民所得（雇用量）の増
加か物価の上昇かに吸収されてしまうと言うに等しく，不完全雇用下におい
て価格がどのように決定されるかについては，わずかなヒントを与えている
に過ぎない。 1930年代の不況を背景にしたケインズ経済学では，これで十分
であったのであろう。また後に発達したケインジァンの経済学も固定価格経
済を前提にして分析を進める事が多かった。しかし，いまやこれでは不十分
なのであり，先づケインズ・モデルに物価水準の決定が雇用水準とどう関係
づけられねばならないかを論じなければならない。その第1次接近として一
時はフィリップス曲線が導入されたが，その安定性が保証されないのが判明
した硯在，マクロの総供給関数の総需要関数を使っての物価決定の理論が導
入されたのであった。ここでは，このうち総供給関数の導出の不十分性を示
して，価格決定が証明出来ないのをしめそう。
1. 基本ケンジァン・モデル
まず，基本ケンジァン・モデルの分析から始めよう。このモデルには価格
水準が implicitに含まれており， ここでは先づ一定の水準にあるものと仮
定する。図1の第3象限に示めされているのは衆知の 1S=LM図表であり
Yは実質国民所得， rは利子率である。貨幣量が与えられれば LM曲線と
IS曲線は均衡点 E1において交わり，均衡国民所得 ORと均衡利子率 OS
が決定される。しかし，この ORだけの国民所得を生産するには OJだけ
の労働投入量が必要である。ただし OUは生産関数f(N)である。企業は
極大利潤を求めて生産を行うから労働はWを貨幣賃金とすれば
W ~df(N) p=~ (2) 
すなわち実質賃金と労働の限界生産性が等しくなるまで雇用されるのは衆知
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の事実であり，この関係は第 1 象限に労働の需要曲線 DND~ として示めさ
れている。一方 SN況は労働の供給曲線であって， 労働の限界不効用から
導出されたものである。 Fは言うまでもなく詢衡点であって供給曲線の意味
から完全雇用の点と言う事が出来る。したがって国民所得軸の OWは完全
雇用国民所得水準である。図 1は第1象限では新古典派の労働市場を示して
おり，一方第3象限ではケインジァンの 1S=LM分析から決定される国民
所得 ORは 0Iの雇用量によって生産可能であり不完全雇用均衡である。
新古典派の分析によれば雇用量が 01となる場合は 2つあって， 実質賃金
が OAであるか OCである場合である。 しかし， OC=IHではHが SN
s~ 上にあるから，完全雇用であり，不完全雇用と両立する実質賃金は OA
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のみとなる。すなわち殆んどのケインジァンは実質賃金が OAの水準にあ
り，雇用はAGであって GVだけの不完全雇用量が残るとする。しかし，第1
象限の分析に限るならば，これは全く奇妙な帰結と言う他はない。何故なら
ば失業が生じるのは労働者が高い実質賃金を要求するからであり，もし OB
だけの実質賃金を受け入れれば均衡は直ちに完全雇用OJを保証するからで
ある。これこそケインズが一番避けたかった結論ではなかったのではなかろ
うか。ここでもし，実質賃金が貨幣量を一定にしたままで変化しうるならば第
1象限の線分 AC上で示された実質賃金は全てが有意味でなければならな
い。何故ならば雇用量 OJは労働の需給曲線から決まるのではなくて第3象
限に示された IS=LM分析で決定されているからである。 R.W．クラウァ
ーが領域 LIDNFS” を考察の対象とすべきであると “Keynesand the Clas-
sics"の中で主張した時， ワルラス的立場から同じ問題を考えたと見て良い
であろう。ケインズは労働の需要関数（古典派の第1の公準）．の存在を隠め
ている。これはミクロ分析において，労働の限界生産性と実質賃金が等しく
なる点で利潤極大となるのは生産関数が凹関数となっているからであり，し
たがって限界生産性が逓減しているからである（極大の十分条件）。もし限界
生産性が逓減しないのであれば，極端な例をあげれば， 1つの花瓶で，世界
中の農民を集めて世界の人口全てを養えるだけの食糧を生産するのが可能と
なるのである。またケインズのいわゆる古典派の公準を満たす点は半開区間
CG, H)のうち点Gだけであって，他の領域では成立しないから，ケイン
ズの主張とクラウアーのものとが必ずしも一致しないのである。
労働の供給曲線 SN況（古典派第2の公準）についてはケインズは「第2
の公準が意味する実質賃金と雇用の限界不効用との均等性は，これを硯実に
即して解療すると，『非自発的』失業は存在しないというに等しいことにな
る。」（〔7〕p.15，訳 p.18)として，その存在を否定している。この間の事
情としてジョーン・ロビンソンは「近代の労働市場では個々の労働者は働く
か，それとも飢死するか，どちらかを選ぶ以外に道が無いにもかかわらず，
農夫がくわによりかかって暮れなづむ空を眺めながら，•もう少し働いて得ら
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れる生産物と，その為におこる背の痛みとが果して引合うであろうかと考え
ている牧歌的情景をもとにして，（新）古典派は賃金と労働の限界不効用とは
等しくなる傾向があるとする概念を労働市場に適用したのであった。」（〔10〕
p.2)とのべている。われわれがこの主張を受け入れるならば， 第1象限の
労働市場には需要関数のみが存在し，何らかの意味の供給関数を導入しない
限り，均衡点は存在し得ず経済現象の分析に利用出来ないのである。したがっ
て新古典派的分析のみではマクロ経済学的分析に何ら貢献するところは無い
と言えるのである。そこで次に残された第1象限の労働需要関数と第3象限
の IS=LM分析を利用して総需要関数と総供給関数とを導く事にしよう。
2. 総需要関数と総供給関数
先づ簡単化のために貨幣賃金Wと資本のレンクル料Rを一定とする。物価
Pが上昇すると取引動機・予備的動機によって必要となる貨幣量は増加す
る。すなわち LM曲線を
M 
~=L(y, r) ・ (3) p 
(Lは貨幣に対する需要関数）とすれば実質残高を減少させ，図 1 の第 3•象
限の LM曲線を LM'にシフトさせる。この事は実質国民所得をKにまで
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下落させ，均衡利子率をTまで上昇させる事になる。図2の曲線Dはこの関
係を示したものであって，貨幣の需給の掏衡が成立した場合の価格と国民所
得との開係を示したものである。総供給曲線は第1象限での唯一つの有効な
曲線 DND~ から導かれる。貨幣賃金率Wは一定であるから実質賃金は物価
Pの変化によってのみ変動する。また労働雇用量は企業者の求める需要量の
みによって決定されるものと仮定する。すなわち「需要はそれ自らの供給を
創造する」のである。 Wが一定であるからPの上昇に伴って実質賃金 W/P
は下落する。そうすると雇用量Nは増加し，生産関数を通じて実質国民所得
Yが増加する。この場合， implicitな労働の供給曲線は生存水準であたかも
水平の直線であるかのように考えられている。このようにして図2における
右上りの供給曲線Sを得る事になる。均衡点Eにおいて均衡国民所得 Yoと
均衡物価水準 Poが得られ， マクロ・モデルに物価が導入される事になる。
3. 総供給関数批判
図 1 の第 1 象限の曲線 DND~ は労働の限界生産性曲線から導かれたもの
であり， 第4象限の図から明らかなように産出量は雇用量のみの関数であ
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る。この事が成立する為には，もう一方の投入物である資本は常に fullca-
pacityで使用されているのであって， その投入量は一定であり， 変化が産
出量に及ぽす影署を考慮する必要が無いからであると考えられる。さて図 3
においてNは労働量でありKは可変費用に対応する投入資本部分であると
しよう。ぇ。は短期において経済で利用可能なKの量であって， 与えられた
ものとする。ここで生産関数は homotheticであると仮定する。 WとRとが
与えられている限り等費用線 Ai且と等量線 Iiの接点で生産が行われ，雇
用労働量の増加は必ずたの投入量の増加なくしてはあり得ないのである。す
なわち相対価格が一定である限り，投入量の変化は原点を通る直線一拡張経
路ーOF上で行われねばならない。 また，この時，労働と Kの限界生産性
（の比）は一定なのである。常に資本を fullcapacityで利用するには労働
とえの相対価格が K1,K2,……で等量線への接線の勾配と一致せねばなら
ず，また（総費用）ー（固定費用）を擬総費用と名付ければ，この擬総費用額
が等費用線との接点が常に氏に来るように調整されるメカニズムを持たね
ばならない。ここでWおよびRが一定である仮定を思い出すならば，拡張経
路はぇ。を通る水平線ではなくて OFでなければならない。 したがって労
働の限界生産性は一定であって図 1の第1象限の DND;は水平な直線とな
るであろう。
以上では aggregateした数量で考察して来たが，次に生産主体である個
々の企業まで分解し，生産関数を考察する事としよう。さて財の数を l種類
とし， f番目の企業の生産ベクトルをめとする。ここで正の成分は産出物
を示し，負の成分は投入物であり， 生産に関係のない財はゼロとなってい
る。企業fの生産可能集合を YIで示せば， 次の2つの仮定を満足してい
る。
1. OEY1 
2. 兄は閉集合
YIは，シルバーストーン曲線の存在などから甲らかなように必ずしも凸集
合とは限らない。生産ベクトルを経済の全企業（その数はFとする）につい
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て合計した経済の生産ベクトルを
y＝区 YI
I 
とすれば，経済の生産可能集合は
Y= {y＝工 YflYfEYf,for V f} ＝区 Yf
f f 
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(4) 
となる。また集合のカルテッシァン積を Xで示せば生産配分りは次のように
定義される lXF次元空間に所属する集合である。
ID = X y I = {Y1,…,む|Y1EY1,for V /} 
I 
(5) 
さて，社会的な無償生産の可能性を避けるために次の仮定を加える。
3. りEll}であって工 YJ>Oとなる場合は必ずり＝0である。
；'"2.oが経済全休の資源の初期保有量であるとするならば＇社会的実硯可能
生産ベクトルは
y+y~O (6) 
であり，実硯可能集合は
Y=Yn {yJy+y~O}. (7) 
である。個々の企業は（6)の制約の下で利潤の最大を求めて生産を行う。
そして社会全体の生産はりに所属する lXF次元空間の1点を指定する事
により実硯する。ここでは iを個々の企業へ分配する方法を論じていない。
これは（6)式の制約の範囲内で最大利潤を得ようとする競争の結果決定さ
れる。ここで注意して欲しいのは iの各企業への分配方法によっては Yは
非凸の実現可能集合となる。また，たとえ個々の企業で図 1の第4象限に描
かれた凹関数の生産関数があったとしても，経済全体では必ずそうなると言
う保証は無い。その場合，第1象限で行われた労働の需要関数が導き出せな
いのである。
4. 結び
ケインズによる労働の供給関数の否定は，その需要関数の有用性を意味す
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るのではなくて，むしろ新古典派的分析への決別であった。われわれはマク
ロ的総需要襲数を構築するのに成功したかも知れないが，総供給関数につい
ては多くの労苦を積み重ねばならないのであって，現在のものも必ずしも完
全ではない。否，むしろ均衡国民所得水準とそれに対応する物価の決定を確
定出来る理論の建設に成功しているとは言い難いのである。
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